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危険又は有害な業務に現に就いている者に対する安全衛生教育に

関する指針の一部改正について 

 

 

危険又は有害な業務に現に就いている者に対しては、労働安全衛生法（昭和 47

年法律第 57 号）第 60 条の２第２項の規定に基づき、危険又は有害な業務に現

に就いている者に対する安全衛生教育に関する指針（平成元年５月 22 日付け安

全衛生教育指針公示第１号。以下「指針」という。）を定め、適切かつ有効な安

全衛生教育の推進を図ってきたところである。 

今般、「伐木等作業における安全対策のあり方に関する検討会報告書」（平成 30

年３月６日公表。以下「検討会報告書」という。）の内容、労働安全衛生規則の

一部を改正する省令（平成 31 年厚生労働省令第 11 号。以下「改正省令」とい

う。）による労働安全衛生規則（昭和 47 年労働省令第 32 号。以下「安衛則」と

いう。）の改正及び安全衛生特別教育規程の一部を改正する件（平成 31 年厚生

労働省告示第 32 号）による安全衛生特別教育規程（昭和 47 年労働省告示第 92

号）の改正を踏まえ、危険又は有害な業務に現に就いている者に対する安全衛生

教育に関する指針の一部を改正する件（令和３年３月 17 日付け安全衛生教育指

針公示第６号）を別添１のとおり官報に公示したところである。指針については、

別添２の新旧対照表のとおり改め、別添３のとおりとしたものであり、改正の内

容は下記のとおりであるので、事業者、関係事業者団体等に対して周知を図ると

ともに、当該教育の推進に遺漏なきを期されたい。 

なお、安衛則第 40 条の２で準用する安衛則第 24 条の規定により、指針は厚

生労働省労働基準局安全衛生部安全課のほか都道府県労働局労働基準部安全主

務課において閲覧に供することとされているので念のため申し添える。 

 

記 



 

１ 改正の内容 

（１）改正省令により安衛則第 36 条第８号の２が削除され、チェーンソーによ

る伐木等作業の特別教育が統合されたことを踏まえ、指針の別表の 14 につい

て、「のうちチェーンソーを用いて行うもの及び同条第８号の２の業務」を削

除し、「チェーンソーを用いて行う伐木等の業務（安衛則第 36 条第８号の業

務）従事者安全衛生教育」とする。 

（２）検討会報告書において「特別教育の内容について充実を図るべき」とされ

たことを踏まえ、指針の別表の 14 に掲げる教育に係る表の科目「１ 伐木作

業等の特徴と作業の安全」の範囲に、新たに「(3) 下肢の切創防止用保護衣

等の着用」を追加し、当該科目の時間を「2.0」に、当該教育に係る合計時間

を「6.5」に改める。 

 

２ 添付資料 

（１）別添１ 官報公示文 

（２）別添２ 新旧対照表 

（３）別添３ 改正後の指針 



別 添 １  

 

労 働 安 全 衛 生 法 第 6 0条 の ２ 第 ２ 項 の 規 定 に 基 づ く

教 育 の 適 切 か つ 有 効 な 実 施 を 図 る た め の 指 針 に 関

す る 公 示  

安 全 衛 生 教 育 指 針 公 示 第 ６ 号  

労 働 安 全 衛 生 法 （ 昭 和 4 7年 法 律 第 5 7号 ） 第 6 0条

の ２ 第 ２ 項 の 規 定 に 基 づ き 、 危 険 又 は 有 害 な 業 務

に 現 に 就 い て い る 者 に 対 す る 安 全 衛 生 教 育 に 関 す

る 指 針 の 一 部 を 改 正 す る 件 を 次 の と お り 公 表 す る

。  

令 和 ３ 年 ３ 月 1 7日  

       厚 生 労 働 大 臣  田 村  憲 久   

１  名 称  危 険 又 は 有 害 な 業 務 に 現 に 就 い て い る

者 に 対 す る 安 全 衛 生 教 育 に 関 す る 指 針 の 一 部

を 改 正 す る 件  

２  趣 旨  労 働 安 全 衛 生 法 第 6 0条 の ２ 第 ２ 項 の 規

定 に 基 づ き 、 安 全 衛 生 教 育 指 針 公 示 第 １ 号 （ 平

成 元 年 ５ 月 2 2日 ） と し て 公 表 し た 危 険 又 は 有 害

な 業 務 に 現 に 就 い て い る 者 に 対 す る 安 全 衛 生

教 育 に 関 す る 指 針 の 別 表 の 1 4 に 掲 げ る 教 育 に

つ い て 、 科 目 の 範 囲 を 追 加 し 、 時 間 を 拡 充 等 す

る も の で あ る 。  

３  適 用 日  令 和 ３ 年 ４ 月 １ 日  

４  内 容 の 閲 覧  内 容 は 、 厚 生 労 働 省 ホ ー ム ペ ー

ジ （ h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / i n d e x . h t m l ） に

お い て 閲 覧 に 供 す る 。 ま た 、 厚 生 労 働 省 労 働 基

準 局 安 全 衛 生 部 安 全 課 及 び 都 道 府 県 労 働 局 労

働 基 準 部 安 全 主 務 課 に お い て 閲 覧 に 供 す る 。  
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別添２

◎危険又は有害な業務に現に就いている者に対する安全衛生教育に関する指針の一部を改正する件 新旧対照表

改正後 改正前

別表 危険有害業務従事者に対する安全衛生教育カリキュラム 別表 危険有害業務従事者に対する安全衛生教育カリキュラム

１～ 13 （略） １～ 13 （略）
14 チェーンソーを用いて行う伐木等の業務（労働安全衛生規則 14 チェーンソーを用いて行う伐木等の業務（労働安全衛生規則
第 36条第８号の業務）従事者安全衛生教育 第 36 条第８号の業務のうちチェーンソーを用いて行うもの及

び同条第８号の２の業務）従事者安全衛生教育
15・16 （略） 15・16 （略）

１～ 13 （略） １～ 13 （略）
14 チェーンソーを用いて行う伐木等の業務（労働安全衛生規則 14 チェーンソーを用いて行う伐木等の業務（労働安全衛生規則
第 36条第８号の業務）従事者安全衛生教育 第 36 条第８号の業務のうちチェーンソーを用いて行うもの及

び同条第８号の２の業務）従事者安全衛生教育
科 目 範 囲 時間 科 目 範 囲 時間

１ 伐木作 (1) 伐木造材作業の安全 2.0 １ 伐木作 (1) 伐木造材作業の安全 1.5
業等の特 (2) 大径木、偏心木等の伐木及びか 業等の特 (2) 大径木、偏心木等の伐木及びか
徴と作業 かり木の処理 徴と作業 かり木の処理
の安全 (3) 下肢の切創防止用保護衣等の着 の安全 （新設）

用
（略） （略）

計 （略） 6.5 計 （略） 6.0

15・16 （略） 15・16 （略）



別添３ 

 

危険又は有害な業務に現に就いている者に対する安全衛生教育に関する指針 

 

 

平成元年５月22日 安全衛生教育指針公示第１号 

改正 平成２年12月１日 安全衛生教育指針公示第２号 

改正 平成５年９月30日 安全衛生教育指針公示第３号 

改正 平成８年12月４日 安全衛生教育指針公示第４号 

改正 平成27年８月31日 安全衛生教育指針公示第５号 

改正 令和３年３月17日 安全衛生教育指針公示第６号 

 

 

Ⅰ 趣旨 

この指針は、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第60条の２第２項の規定に基づき事業者

が労働災害の動向、技術革新等社会経済情勢の変化に対応しつつ事業場における安全衛生の水準

の向上を図るため、危険又は有害な業務に現に就いている者（以下「危険有害業務従事者」とい

う。）に対して行う、当該業務に関する安全又は衛生のための教育（以下「安全衛生教育」とい

う。）について、その内容、時間、方法及び講師並びに教育の推進体制の整備等その適切かつ有

効な実施のために必要な事項を定めたものである。 

事業者は、危険有害業務従事者に対する安全衛生教育の実施に当たっては、事業場の実態を踏

まえつつ本指針に基づき実施するよう努めなければならない。 

 

Ⅱ 教育の対象者及び種類 

１ 対象者 

次に掲げる者とする。 

（1） 就業制限に係る業務に従事する者 

（2） 特別教育を必要とする業務に従事する者 

（3） （1）又は（2）に準ずる危険有害な業務に従事する者 

２ 種類 

１に掲げる者が当該業務に従事することになった後、一定期間ごとに実施する安全衛生教育

（「定期教育」）又は取り扱う機械設備等が新たなものに変わる場合等に実施する安全衛生教

育（「随時教育」）とする。 

 

Ⅲ 教育の内容、時間、方法及び講師 

１ 内容及び時間 

（1） 内容 

労働災害の動向、技術革新の進展等に対応した事項 

（2） 時間 

原則として１日程度とする。 

なお、安全衛生教育の内容及び時間は、教育の対象者及び種類ごとに示す別表の危険有害

業務従事者に対する安全衛生教育カリキュラムによるものとする。また、取り扱う機械設備



等が新たなものに変わる場合等に実施する随時教育は、運転操作方法のほか点検整備等の実

技に関する事項を加えたものとする。 

２ 方法 

講義方式、事例研究方式、討議方式等教育の内容に応じて効果の上がる方法とする。 

３ 講師 

当該業務についての最新の知識並びに教育技法についての知識及び経験を有する者とする。 

 

Ⅳ 推進体制の整備等 

１ 教育の実施者は事業者であるが、事業者自らが行うほか、安全衛生団体等に委託して実施で

きるものとする。 

事業者又は事業者の委託を受けた安全衛生団体等はあらかじめ安全衛生教育の実施に当たっ

て実施責任者を定めるとともに、実施計画を作成するものとする。 

２ 事業者は、実施した安全衛生教育の記録を個人別に保存するものとする。 

３ 安全衛生教育は、原則として就業時間内に実施するものとする。 



別表 

 

危険有害業務従事者に対する安全衛生教育カリキュラム 

 

１ 揚貨装置運転士安全衛生教育 

２ ボイラー取扱業務（労働安全衛生法施行令第20条第３号の業務）従事者安全衛生教育 

３ ボイラー溶接業務（労働安全衛生法施行令第20条第４号の業務）従事者安全衛生教育 

４ ボイラー整備士安全衛生教育 

５ クレーン運転士安全衛生教育 

６ 移動式クレーン運転士安全衛生教育 

７ ガス溶接業務（労働安全衛生法施行令第20条第10号の業務）従事者安全衛生教育 

８ フォークリフト運転業務（労働安全衛生法施行令第20条第11号の業務）従事者安全衛生教育 

９ 車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）運転業務（労働安全衛生法施行令第20条

第12号の業務のうち同令別表第７第１号又は第２号に掲げる建設機械の運転の業務）従事者安全

衛生教育 

９の２ 車両系建設機械（基礎工事用）運転業務（労働安全衛生法施行令第20条第12号の業務のう

ち同令別表第７第３号に掲げる建設機械の運転の業務）従事者安全衛生教育 

10 フォークリフト運転業務（労働安全衛生規則第36条第５号の業務）従事者安全衛生教育 

11 機械集材装置運転業務（労働安全衛生規則第36条第７号の業務）従事者安全衛生教育 

12 ローラー運転業務（労働安全衛生規則第36条第10号の業務）従事者安全衛生教育 

13 有機溶剤業務従事者安全衛生教育 

14 チェーンソーを用いて行う伐木等の業務（労働安全衛生規則第36条第８号の業務）従事者安全

衛生教育 

15 玉掛業務（労働安全衛生法施行令第20条第16号の業務）従事者安全衛生教育 

16 特例緊急作業（電離放射線障害防止規則第７条の２第３項の作業）従事者安全衛生教育 

 

１ 揚貨装置運転士安全衛生教育 

科 目 範 囲 時間 

１ 最近の揚荷装置等

の特徴 

(1) 揚荷装置の構造上の特徴 

(2) 荷役方式とその特徴 

1.0 

２ 揚荷装置の取扱い

と点検 

(1) 揚荷装置の取扱いと安全 

(2) 揚荷装置の点検方法 

2.0 

３ 災害事例及び関係

法令 

(1) 災害事例とその防止対策 

(2) 労働安全衛生法令のうち揚荷装置に関する条項 

3.0 

計  6.0 

 

２ ボイラー取扱業務（労働安全衛生法施行令第20条第３号の業務）従事者安全衛生教育 

科 目 範 囲 時間 

１ 最近のボイラーの

特徴 

(1) ボイラーの構造上の特徴 

(2) 制御方式の特徴 

2.0 

２ ボイラーの取扱い

と保守 

(1) 水管理 

(2) 燃料と燃焼管理 

(3) 取扱い方法と点検・整備 

4.0 

３ 災害事例及び関係

法令 

(1) 災害事例とその防止対策 

(2) 労働安全衛生法令のうちボイラーに関する条項 

1.0 



計  7.0 

 

３ ボイラー溶接業務（労働安全衛生法施行令第20条第４号の業務）従事者安全衛生教育 

科 目 範 囲 時間 

１ 最近のボイラーの

特徴 

(1) ボイラー等の構造上の特徴 

(2) ボイラー等用材料の特徴 

2.0 

２ 最近の溶接法と溶

接施工法 

(1) 溶接法 

(2) 溶接施工法 

1.0 

３ 溶接の要領と溶接

部の検査方法 

(1) 溶接棒とその選定 

(2) 溶接部等の性質と溶接性 

(3) 溶接欠陥等の防止 

(4) 破壊・非破壊試験等 

(5) 溶接作業と安全 

2.0 

４ 災害事例及び関係

法令 

(1) 災害事例とその防止対策 

(2) 労働安全衛生法令のうちボイラー及び圧力容器に関する

条項 

2.0 

計  7.0 

 

４ ボイラー整備士安全衛生教育 

科 目 範 囲 時間 

１ 最近のボイラーの

特徴 

(1) ボイラー等の構造上の特徴 

(2) ボイラー等の損傷を生じやすい箇所 

1.0 

２ ボイラー等の整備

の要領と作業の安全 

(1) ボイラー等の清浄 

(2) 附属装置等の整備 

(3) 清浄・整備作業と安全衛生 

3.0 

３ 災害事例及び関係

法令 

(1) 災害事例とその防止対策 

(2) 労働安全衛生法令のうちボイラー及び圧力容器に関する

条項 

2.0 

計  6.0 

 

５ クレーン運転士安全衛生教育 

科 目 範 囲 時間 

１ 最近のクレーンと

安全装置 

(1) 構造と制御機構 

(2) 安全装置等 

2.0 

２ クレーンの取扱い

と保守管理 

(1) 操作方法 

(2) 作業計画 

(3) 点検・整備 

2.5 

３ 災害事例及び関係

法令 

(1) 災害事例とその防止対策 

(2) 労働安全衛生法令のうちクレーンに関する条項 

1.5 

計  6.0 

 

６ 移動式クレーン運転士安全衛生教育 

科 目 範 囲 時間 

１ 最近の移動式ク

レーンと安全装置 

(1) 構造と制御機構 

(2) 安全装置等 

2.0 

２ 移動式クレーンの

取扱いと保守管理 

(1) 操作方法 

(2) 作業計画 

(3) 点検・整備 

2.5 

３ 災害事例及び関係

法令 

(1) 災害事例とその防止対策 

(2) 労働安全衛生法令のうち移動式クレーンに関する条項 

1.5 

計  6.0 



 

７ ガス溶接業務（労働安全衛生法施行令第20条第10号の業務）従事者安全衛生教育 

科 目 範 囲 時間 

１ 最近のガス溶接装

置等の特徴 

(1) ガス溶接装置の構造上の特徴 

(2) 安全装置等の特徴 

1.0 

２ ガス溶接装置の取

扱いと保守 

(1) ガス溶接作業と安全 

(2) ガス溶接装置の点検・整備 

2.0 

３ 災害事例及び関係

法令 

(1) 災害事例とその防止対策 

(2) 労働安全衛生法令のうちガス溶接作業に関する条項 

2.0 

計  5.0 

 

８ フォークリフト運転業務（労働安全衛生法施行令第20条第11号の業務）従事者安全衛生教育 

科 目 範 囲 時間 

１ 最近のフォークリ

フトの特徴 

(1) フォークリフトの構造上の特徴 

(2) 各種荷役運搬方法の特徴 

2.0 

２ フォークリフトの

取扱いと保守 

(1) フォークリフトによる作業と安全 

(2) フォークリフトの点検・整備 

2.0 

３ 災害事例及び関係

法令 

(1) 災害事例とその防止対策 

(2) 労働安全衛生法令のうちフォークリフトに関する条項 

2.0 

計  6.0 

 

９ 車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）運転業務（労働安全衛生法施行令第20条

第12号の業務のうち同令別表第７第１号又は第２号に掲げる建設機械の運転の業務）従事者安全

衛生教育 

科 目 範 囲 時間 

１ 最近の車両系建設

機械（整地・運搬・

積込み用及び掘削

用）の特徴 

(1) 車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）の構

造上の特徴 

(2) 車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）の作

業装置 

(3) 車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）の安

全装置 

2.0 

２ 車両系建設機械

（整地・運搬・積込

み用及び掘削用）の

取扱いと保守 

(1) 車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）によ

る作業と安全 

(2) 車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）の点

検・整備 

2.0 

３ 災害事例及び関係

法令 

(1) 災害事例とその防止対策 

(2) 労働安全衛生法令のうち車両系建設機械（整地・運搬・積

込み用及び掘削用）に関する条項 

2.0 

計  6.0 

 

９の２ 車両系建設機械（基礎工事用）運転業務（労働安全衛生法施行令第20条第12号の業務のう

ち同令別表第７第３号に掲げる建設機械の運転の業務）従事者安全衛生教育 

科 目 範 囲 時間 

１ 最近の車両系建設

機械（基礎工事用）

の特徴 

(1) 車両系建設機械（基礎工事用）の構造上の特徴 

(2) 車両系建設機械（基礎工事用）の作業装置 

(3) 車両系建設機械（基礎工事用）の安全装置 

2.0 

２ 車両系建設機械（ 

基礎工事用）の取扱

いと保守 

(1) 車両系建設機械（基礎工事用）による作業と安全 

(2) 車両系建設機械（基礎工事用）の点検・整備 

2.0 

３ 災害事例及び関係 (1) 災害事例とその防止対策 2.0 



法令 (2) 労働安全衛生法令のうち車両系建設機械（基礎工事用）に

関する条項 

計  6.0 

 

10 フォークリフト運転業務（労働安全衛生規則第36条第５号の業務）従事者安全衛生教育 

科 目 範 囲 時間 

１ 最近のフォークリ

フトの特徴 

(1) フォークリフトの構造上の特徴 

(2) 各種荷役運搬方法の特徴 

1.5 

２ フォークリフトの

取扱いと保守 

(1) フォークリフトによる作業と安全 

(2) フォークリフトの点検・整備 

1.5 

３ 災害事例及び関係

法令 

(1) 災害事例とその防止対策 

(2) 労働安全衛生法令のうちフォークリフトに関する条項 

2.0 

計  5.0 

 

11 機械集材装置運転業務（労働安全衛生規則第36条第７号の業務）従事者安全衛生教育 

科 目 範 囲 時間 

１ 最近の機械集材装

置等の特徴 

(1) 機械集材装置の構造上の特徴 

(2) 索張方式の特徴 

(3) ワイヤロープ等の種類と特徴 

2.0 

２ 機械集材装置の運

転と集材機の保守 

(1) 機械集材装置の運転上の留意事項 

(2) 集材機の点検・整備 

1.0 

３ 災害事例及び関係

法令 

(1) 災害事例とその防止対策 

(2) 労働安全衛生法令のうち機械集材装置に関する条項 

2.0 

計  5.0 

 

12 ローラー運転業務（労働安全衛生規則第36条第10号の業務）従事者安全衛生教育 

科 目 範 囲 時間 

１ 最近のローラーの

特徴 

(1) ローラーの構造上の特徴 

(2) ローラーの作業装置等 

1.0 

２ ローラーの取扱い

と保守管理 

(1) ローラーによる作業と安全 

(2) ローラーの点検・整備 

3.0 

３ 災害事例及び関係

法令 

(1) 災害事例とその防止対策 

(2) 労働安全衛生法令のうちローラーに関する条項 

2.0 

計  6.0 

 

13 有機溶剤業務従事者安全衛生教育 

科 目 範 囲 時間 

１ 作業環境管理 (1) 有機溶剤蒸気の発散防止対策に係る設備及び換気のため

の設備並びにそれらの保守、点検の方法 

(2) 作業環境の状態の把握及び整備 

1.5 

２ 作業管理 (1) 作業管理の方法 

(2) 労働衛生保護具 

1.0 

３ 健康管理 (1) 有機溶剤の種類及び有害性 

(2) 有機溶剤の使用される業務 

(3) 有機溶剤による健康障害、その予防方法及び応急措置 

(4) 健康診断及び事後措置 

1.5 

４ 災害事例及び関係

法令 

(1) 災害事例とその防止対策 

(2) 有機溶剤業務に係る労働衛生関係法令 

2.0 

計  6.0 

 

14 チェーンソーを用いて行う伐木等の業務（労働安全衛生規則第36条第８号の業務）従事者安全



衛生教育 

科 目 範 囲 時間 

１ 伐木作業等の特徴

と作業の安全 

(1) 伐木造材作業の安全 

(2) 大径木、偏心木等の伐木及びかかり木の処理 

(3) 下肢の切創防止用保護衣等の着用 

2.0 

２ チェーンソーの特

徴と保守管理 

(1) チェーンソーの特徴と保守管理 

(2) チェーンソーの取扱作業の安全 

(3) チェーンソー取扱作業時間の管理 

(4) チェーンソー及びソーチェーンの点検整備 

2.0 

３ 健康管理    健康診断及び事後措置 0.5 

４ 災害事例及び関係

法令 

(1) 災害事例とその防止対策 

(2) チェーンソーを用いて行う業務に係る労働安全衛生関係

法令 

2.0 

計  6.5 

 

15 玉掛業務（労働安全衛生法施行令第20条第16号の業務）従事者安全衛生教育 

科 目 範 囲 時間 

１ 最近の玉掛用具等

の特徴 

(1) 玉掛用具等の構造上の特徴 

(2) クレーン等の安全装置等の特徴 

1.0 

２ 玉掛用具等の取扱

いと保守管理 

(1) 玉掛作業の安全 

(2) 玉掛用具等の点検・整備 

2.5 

３ 災害事例及び関係

法令 

(1) 災害事例とその防止対策 

(2) 労働安全衛生法令のうち玉掛けに関する条項 

1.5 

計  5.0 

 

16 特例緊急作業（電離放射線障害防止規則第７条の２第３項の作業）従事者安全衛生教育 

科 目 範 囲 時間 

１ 特例緊急作業の方

法 

(1) 重大事故等に対処するための作業の方法 

(2) 特例緊急作業における必要な体制の整備及び連絡の方法 

(3) 特例緊急作業における放射線測定の方法並びに外部放射

線による線量当量率及び空気中の放射性物質の濃度の監視

の方法 

(4) 特例緊急作業を行う場所の汚染の状態の検査及び汚染の

影響の低減のために必要な措置の方法 

(5) 特例緊急作業における身体等の汚染の状態の検査及び汚

染の除去の方法 

(6) 特例緊急作業に使用する保護具の性能及び使用方法 

(7) 応急手当の方法 

3.0 

２ 特例緊急作業で使

用する施設及び設備

の取扱い 

重大事故等に対処するための機能を有する施設及び設備の構造

及び取扱いの方法 

3.0 

３ 重大事故等の事例

及び関係法令 

(1) 重大事故等及び重大事故等への対処の事例 

(2) 労働安全衛生関係法令のうち特例緊急作業に関する条項 

0.5 

計  6.5 

＊ 定期教育としては、上記カリキュラムの科目１（(2)を除く。）及び２に掲げる内容に係る実技

教育を実施すること。 


